

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































359）　WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 20.
360）　SummersとWhite自身、「我々は共に信義誠実の定義について論じたことは
あるが、この概念を定義づけられるほど自らの能力に楽観的ではない」と告白
している。Id. at 19. 両者のいう論文とは、Summers, “Good Faith” in General 
Contract Law and the Sales Provisions of the Uniform Commercial Code, 54 VA. L. 
REV. 195 (1968)、および、White, Good Faith and the Cooperative Antagonist, 54 















である。」ことが強調されている。UCC §1‒304, cmt. 1 (2005).












UCC §1‒304, cmt. 1 (2005). 
366）　Ibid.





























められる。Farnsworth, Good Faith Performance and Commercial Reasonableness 






























376）　Williams v Walker-Thomas, 350 F.2d 445, 449 (D.C.Cir. 1965). 最近でも、こ
の定義はしばしば再述されている。A & M Produce v. FMC Corp., 135 Cal. App. 
3d 473, 486, 186 Cal. Rptr. 114 (1982), Siemens Credit Corp. v. Newlands, 905 F. 
Supp. 757, 764 (N.D. Cal. 1994) など。
377）　FARNSWORTH, supra note 10,§4.28, at 582.
378）　Id. at 583. 
379）　UCC§§2‒302, cmt.1 (1995), 2‒302, cmt.1 (2005).
380）　DIMATTEO, supra note 92, at 39.
381）　Siemens Credit Corp. v. Newlands, supra note 376, at 765.
382）　FARNSWORTH , supra note 10, at 585. 
383）　Id at 585, n.31.
48巻２号　（2014. １）　（　　）84
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384）　Murray, infra note 409, at 607.









‒306, February 1997 Draft (http://www.uniformlaws.org/shared/docs/ucc1/
ucc1297.pdf).



















UCC§2‒206 (Draft, October, 1995), WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 202‒
203.




























UCC§2‒206 (Draft, October, 1995), WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 202‒
203.
393）　WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 204.
394）　「1999年７月草案」第2‒105条（a）（b）（訳は、三枝（五・完）・前掲注（46）
223頁に拠る。なお、同論文ではこれを「1999年５月草案」の条文として紹介
しているが、これは「1999年７月草案」である。）。UCC§2‒105 (Draft, July 23
‒30, 1999) (http://www.uniformlaws.org/shared/docs/ucc2and2a/ucc2_am99.
pdf).
















397）　Wiseman, The Limits of Vision: Karl Llewellyn and the Merchant Rules, 100 
HARV. L. REV. 465, 492 (1987); Threedy, Liquidated and Limited Damages and the 
Revision of Article 2: An Opportunity to rethink the U.C.C.’s Treatment of Agreed 
Remedies, 27 IDAHO L. REV. 427, 430 (1990‒91).
398）　Miller, Consumers and the Code: The Search for the Proper Formula, 75 WASH. 





する要件が挙げられている。Id. at 190, n.11.
399）　関連する制定法につき、本稿の注（44）を参照されたい。
400）　Rubin, The Code, the Consumer, and the Institutional Structure of the Common 
Law, 75 WASH. U. L.Q. 11, 12‒13 (1997).
401）　UCC第２編の改正作業中の各種利益団体間の意見調整の困難さについて言
及したものとして、Rusch (1999), supra note 15, at 1687, 1690がある。
402）　Rusch (1998), supra note 15, at 2073.
403）　Rubin, supra note 400, at 13.

















409）　Symposium: Amended Article Two: Reversing the Curse?, 52 S. TEX. L. REV. 
593 (2010‒2011). そこに所収されている５つの論文は以下の通りである。Miller, 
What Can We Learn from the Failed 2003‒2005 Amendments to UCC Article 2? (Id. 
at 471); Gabriel, 2003 Amendments of Article Two of the Uniform Commercial 
Code: Eight Years or a Lifetime after Completion (Id. at 487); Burnham, Thoughts 
on the Withdrawal of Amended Article 2 (Id. at 519); Towle, Enough Already: It Is 
Time to Acknowledge that UCC Article 2 Does Not Apply to Software and Other 
Information (Id. at 531); Murray, Revised Article 2: Eliminating the Battle and 

















されたい）。Gabriel, supra note 409, at 505. しかし、既存の第2‒207条に戻った
としても、UCC第２編の契約成立ルールに何ら影響を及ぼすものではない。








及ぼすものかは不明であるとの指摘もある。Gabriel, supra note 409, at 506. 
412）　拙稿「英米法における新たな法典化運動の展開─契約法およびその周辺領
域を中心に─」横浜国際経済法学第20巻第３号89頁（2012年）
413）　わが国において、UCC第２編の規律対象が「物品売買契約」に限定される
と一般的に理解（誤解）されているのは、第２編に「売買」の名称が付されて
いることと、同編の前身が「1906年統一売買法」に求められ、さらに遡れば、
それがイギリスの「物品売買法」を模範としているという歴史的経緯に基因し
ているためだと思われる。
414）　その場合には、改正UCC第1‒103条（b）項（改正前のUCC第1‒103条）により、
コモン・ローおよびエクイティの諸法理がUCCを補充する。
415）　その場合でも「数量」と「物品の説明」に関する要素には予め合意してい
なければならない。
416）　本稿の筆者は、別稿で、英米法系諸国における法典化運動の中でUCCを位
置づけた際、「UCCには、それが制定された当時には予期しなかった法的問題
が登場したとしても、それに対応できるだけの自律的な法形成を促す機能があ
る。すなわち、UCCは、合理性、信義誠実、非良心性といった一般的な指針（条
文）を提供（規定）し、実質的な判断はそれを適用する裁判所の裁量に委ねる
わけである。このような姿勢は、従来の英米法系諸国における法典には見出さ
れなかったことである。」と論じた。拙稿・前掲注（412）114頁。他方で、UCC
の契約法理の解明を目的とした本稿においては、信義誠実や非良心性といった
スタンダードは、合意を基礎とした契約を補完する機能しか有さないことを強
調している。スタンダードに関するこの二つの評価は決して矛盾するものでは
ない。両者は別次元の問題である。
417）　関係的契約理論につき、内田貴『契約の再生』（弘文堂、1990年）223頁以下、
同『契約の時代』（岩波書店、2000年）29頁以下。
418）　拙稿（4・完）・前掲注（1）134頁の注62 で引用・紹介したが、曽野（下）・前
掲注（20）1324頁以下（特に1327‒29頁）の「関係的契約理論」と「UCCの契約
法理」の関係を論じた箇所を参照されたい。
419）　河上正二『民法学入門　民法総則講義・序論［第２版］』（日本評論社、
2009年）95頁において、河上教授は「関係的契約理論は、意思理論に対するア
ンチ・テーゼとして問題提起されたものであるが、むしろ意思理論を補完する
ものと見るのが適切であり、とくに継続的な契約関係や信認関係が問題となる
ような契約を分析するにあたって有益な示唆を与えている。」と主張する。
　（　　）　48巻２号　（2014. １）79
（　　）54 改正 UCC第２編における「合意」を基礎とする契約法理（5・完）
420）　周知のごとく、2006年に私的な研究会組織として民法（債権法）改正検討
委員会が発足し、2009年に「債権法改正の基本方針」が公表された。その後、
2009年には、法制審議会に「民法（債権関係）部会」が設置され、その審議内
容を踏まえて、2011年に「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」
が、2013年には「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」が公表されている。
また、これらの改正提案や試案をめぐる検討や対案が他の研究会や弁護士会か
ら出されており、一連の民法（債権法）改正作業に関連する法律雑誌上の特集、
個別の著書や論文も多数公表されている。
421）　この問題につき、池田清治『契約交渉の破棄とその責任－現代における信
頼保護の一態様』（有斐閣、1997年）195頁以下が詳しい。
422）　民法（債権法）改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』別冊NBL126
号（商事法務、2009年）93頁。
423）　松尾弘『民法改正を読む　改正論から学ぶ民法』（慶應義塾大学出版会、
2012年）100頁。
424）　中舎寛樹「多角的法律関係の法的構造に関する覚書」法政論集227号185頁
（2008年）は、多数当事者間で「契約内容が異なる複数の契約」が結ばれ、こ
れらが「社会的・経済的一体性」を有している取引関係が成立する「複合取引」
を対象に（186頁）、これらの取引には「申込みと承諾により契約が成立し契約
の相手方に対して権利義務を負うという契約成立論に合致しない」が、「多数
当事者間の『合同行為的』な意思表示によって契約が成立する」ことを認めれ
ばよいと提言する（211頁）。
　　また、伊藤進「『多角的法律関係』規律のための法理形成試論」椿＝中舎編『多
角的法律関係の研究』（日本評論社、2012年）461頁は「ファイナンスリース取
引やフランチャイズ取引のような現代多角関係を規律するための法理の探求が
目的である。現代多角関係を規律する手法としては、『効果意思』に基づく『個
別取引契約』次元での規律と、『関与意思』に基づく『全体取引システム』次
元からの規律という重層的規律の必要性を提言する」。
425）　民法（債権法）改正検討委員会編・前掲注（422）122‒124頁。
426）　民法（債権法）改正検討委員会編『詳解　債権法改正の基本方針II契約お
よび債権一般（1）』（商事法務、2009年）152頁。
427）　民法（債権法）改正委員会「全体会議（第４回）議事録」（2007.12.25）86頁以
下（森田修発言）（http://www.shojihomu.or.jp/saikenhou/shingiroku/gijiroku004.
pdf）。
428）　中間試案の「第29　契約の解釈」によれば、「１　契約の内容について当
事者が共通の理解をしていたときは、契約は、その理解に従って解釈しなけれ
ばならないものとする。
48巻２号　（2014. １）　（　　）78
論　　説（　　）55
　　２　契約の内容についての当事者の共通の理解が明らかでないときは、契約
は、当事者が用いた文言その他の表現の通常の意味のほか、当該契約に関する
一切の事情を考慮して、当該契約の当事者が合理的に考えれば理解したと認め
られる意味に従って解釈しなければならないものとする。
　　３　上記１及び２によって確定することができない事項が残る場合において、
当事者がそのことを知っていれば合意したと認められる内容を確定することが
できるときは、契約は、その内容に従って解釈しなければならないものとする。
　　（注）契約の解釈に関する規定を設けないという考え方がある。また、上記
３のような規定のみを設けないという考え方がある。」。商事法務編『民法（債
権関係）の改正に関する中間試案の補足説明』（商事法務、2013年）359頁。
429）　拙稿（1）～（4・完）・前掲注（1）。
